








財産管理人制度の活用 

□場所 川口市末広一丁目内 

□平成 28年 12 月 13 日に、さいたま家庭裁判所に相続財産管理人選任の申し立 
てを行いました。
以下の理由により市が利害関係人となっています。
・不動産が、空家等対策の推進に関する特別措置法（以下「空家法」とい 
う。）の「特定空家等」であること。
・空家法第 14条に基づく法的措置の名宛人が存在しないことから、名宛 
人を必要とすること。 
□平成 29年 2月 10 日に、審判により相続財産管理人が選任されました。その 
後、相続財産管理人が土地建物を売却し、建物は解体され更地になりました。

解体前１ 解体前２ 

解体後                 
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工事前
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工事初日（動産搬出） 
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工事４日目（解体作業） 

工事終了後 
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※受付期間内であっても、予算額に達し次第受付を終了します。

中核市 川口 

2018.4.1 誕生 

接道が無いことから建て替えができず、老朽化が著しい空き家を解体・

除却される場合、対象となる工事費用の一部を市で補助いたしますので、

内容をお読みいただきお申し込みください。

【申し込み・問い合わせ先】

川口市役所 都市計画部 住宅政策課 

川口市三ツ和１－１４－３

（鳩ヶ谷庁舎４階）

電話 048-229-7805（直通）

受付（事前診断の依頼）期間

平成３０年５月２１日から１２月２０日まで

（平成３１年２月２８日までに完了報告書を提出できるものに限る。）

平 成 ３ ０ 年 度

川口市空家除却補助金のご案内

川口市マスコット

「きゅぽらん」
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●対象空き家

●対象者

●対象工事

●補助金額

・ 市内にある空き家（所有者等が個人のものに限ります。）。

・ 事前診断により住宅地区改良法の不良住宅と判定されている空き家。

・ 接道が無く建て替えができない敷地に建つ空き家。

・ 市から、空家法１２条に基づく助言を受けている空き家。

・ 空家法の特定空家等となり、同法１４条の指導を受けていない空き家。  など

国又は地方公共団体から同一 部位に対して補助を受けていない建築物

・ 空き家の所有者（二親等以内の親族を含む）または購入する方。

・ 市税を完納している方。

・ 事例として紹介されることに了承いただける方。            など

・ 次のいずれか低いほうの額（上限は１００万円）

  補助対象工事に要した費用のうち、５分の４に相当する額

  床面積１㎡につき２万円の額

・ 着工前の工事（交付決定を受けた後に着工する工事）。

・ 市内に本社を有する事業者が行う改修・増改築工事。

・ 空き家の全てを除却し、敷地を更地にする工事。
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●事前診断

住宅政策課の窓口へ下記書類を提出してください。なお、書類は返却致しません。

●申し込み方法

住宅政策課の窓口へ下記書類を提出してください。なお、書類は返却致しません。

●完了報告

工事完了後、期限までに下記書類を提出してください。なお書類は返却致しません。

■ 必ず提出するもの

① 川口市空家除却補助金交付申請書（様式第３号）

② 建物登記事項証明書

③ 誓約書（様式第４号）

④ 地方税が完納されていることの証明書

⑤ 工事業者の許可証

⑥ 工事見積書

⑦ 着工前の現場写真

■ 必要に応じて提出するもの

⑧ 名寄帳の写し（申請者が②に記載された所有者で無い場合）

⑨ 売買契約書の写し（購入する場合）

※ 上記必要書類が完備されない場合、受付できません。

  なお、書類審査の上で上記以外の書類提出を求める場合があります。

■ 必ず提出するもの

① 川口市空家除却補助金完了報告書（様式第８号）

② 領収書の写し（印紙を貼付したもの）

③ 補助対象工事に要した費用の内訳を示す書類

④ 完了後の現場写真

※ 上記必要書類が完備されない場合、助成の対象となりません。

  なお、書類審査の上で上記以外の書類提出を求める場合があります。

補助金申請に係る不良住宅の事前診断依頼書（様式第１号）
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●申し込みから補助金の受け取りまで

●補助金の申し込みについて、事前にご相談ください。

●「事前診断依頼書」を提出してください。

●「交付申請書」と「添付書類」を提出してください。

●「交付決定通知書」を郵送いたします。

●「交付決定通知書」が届いてから、着工してください。

●「完了報告書」と「添付書類」を提出してください。

●「補助金額確定通知書」と「補助金請求書」を郵送いたします。

●「補助金請求書」を提出してください。

※解体、除却後は、空き地の適切な管理をしてください。 

事前相談

事前診断

申し込み

補助金の交付決定

着 工

工事完了

補助金額の確定

補助金の請求

工事内容や補助事業の内容を変更するときは、変更届により届け

出てください。

工事を取り止めるときは、取止め届により届け出てください。

報告内容を書類・現場確認にて審査いたします。

※印は、交付申請書で使用したものと同じものをご使用ください。

請求書が届いてから、通常１０日（市の休日を除く）程度の期間

で指定の口座に入金いたします。

※印は、交付申請書で使用したものと同じものをご使用ください。

申請内容について書類（必要であれば現地も）審査いたします。

住宅地区改良法の「不良住宅」に該当するか現地調査を行い判定

します。

「不良住宅」でなければ補助金の対象にはなりません。
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2 立入禁止等の表示

平成30年

が施行されました。

平成２７年５月に「空家等対策の推進に関する特別措置法」が全面施行されましたが、この法律では、

緊急対応が必要な場合や、とびらや窓を閉めるなど軽微な対応で済む場合でも、慎重な手

続きが求められています。手続きに掛かる時間やコストから、こうしたケースに速やかに対応するのは

困難でしたが、新たな条例により、空き家対策の実効性・迅速性を高めるものです。

その他、法律上の「特定空家等」に当たらない空き家の所有者等にも指導や勧告を行えることや、

緊急措置や軽微な措置を行うとき、関係機関に協力を求めることができることなどを定めています。

【 お問い合わせ 】都市計画部 住宅政策課 空き家対策係 ℡048-229-7805（直通）

川口市空家等対策
に関する条例

７ 1月 日
２０１８．４．１
中核市川口誕生

川口市マスコット「きゅぽらん」

空き家が地域のみなさまに重大

な危害を及ぼすおそれがあり、

かつ、その所有者・管理者に措置

を行わせる時間的余裕がなく、

緊急対応が必要な場合等に

限り、市は、必要最小限の緊急

措置を行ないます。

発生した費用は、後日、空き家

の所有者・管理者に請求します。

3 支障物の移動

空き家からの落下物など※

が、通行の邪魔になって

いる場合、その支障物を

空き家の敷地の中へ移し

ます。

開けっ放しになっている

とびらや窓を閉じます。

また、必要に応じ、カギ

が掛けられているか確認

します。

空き家への立ち入りや、近寄り

が危険であることを注意喚起

するために、必要に応じて立ち入り

禁止のテープや、三角コーン等

を設置します。

※ 公共の用に供する道路上にあるものに限る。

１ とびら・窓の閉鎖

軽 微 な 措 置緊急措置

空き家を適切に管理する責任は所有者・管理者にありますが、

市は、必要に応じて以下の措置を行います。

落下の危険性が高い看板などを

空き家敷地内の安全な所へ移します。
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